








は じ め に
会計の透明性の確保を目的とした, 韓国の ｢株式会社の外部監査に関する法律｣ の全面
改正案, ｢公認会計士法｣ と ｢資本市場と金融投資業に関する法律｣ (資本市場法) の改正
案からなる, いわゆる ｢会計改革・先進化３法｣ が, 2017年９月28日に国会本会議を通過
し, 同年10月31日に公表された｡ 会計基準の根拠法でもある ｢株式会社の外部監査に関す
る法律｣ は, 1981年の施行以降, 最初の全面改正である｡
いわゆる ｢会計改革・先進化３法｣ は, 企業, 会計監査人および政府 (規制当局ないし
監督当局) に関わるもので, 一部の条項を除いて, 公表後１年が経過する2018年11月１日
に施行予定である｡








立法化後最初の全面改正となる ｢株式会社の外部監査に関する法律｣ を含む, 今
般の韓国における金融改革の一環である ｢会計改革・先進化３法｣ は, ｢会計の透
明性および信頼性の向上のための総合政策｣ を基礎としている｡ また, この総合政
策の原案は, 韓国会計学会 (KAA) が取りまとめた ｢会計の透明性の向上のため






杉 本 徳 栄
実のところ, この総合対策は, 2013年以降の企業や会計監査人による一連の, かつ, 大
規模な会計不正 (企業による粉飾会計 (粉飾決算) と会計法人による監査における不正)
に対応したものであり, 企業, 会計監査人および監督当局の３者に対するものである｡







2017年の新年を迎えて間もなく, 韓国では ｢会計の透明性・信頼性の向上策｣ が, 2017
年度の ｢金融改革の５大重点課題｣ の１つに掲げられた｡
韓国の中央行政機関である金融委員会は, 2017年１月12日のブリーフィング (記者会見)
を通じて, 韓国の金融の競争力を高め, 国民が金融改革を実感できるように ｢金融改革の
５大重点課題｣ を推進する計画であることを発表した (金融委員会 [2017b])｡ ｢金融改革
の５大重点課題｣ とは, ｢信託業制度の全面改編｣, ｢フィンテックの２段階発展策｣, ｢保
険業の競争力強化策｣, ｢金融持株会社の競争力強化策｣ および ｢会計の透明性・信頼性の




























そもそもこのブリーフィングは, ５つの関係省庁・機関 (企画財政部, 産業通商資源部,
国土交通部, 公正取引委員会および金融委員会) が, 大統領権限の代理主宰により, 2017
年１月５日に ｢強い経済｣ のテーマのもとで行なった ｢2017年度合同業務計画報告｣ を踏






















































引用者注：保険業の競争力強化策にみられる ｢傳貰 (チョンセ)｣ とは, 賃貸契約時に保証金を支払い,
毎月の家賃は支払わない韓国の家賃制度をいう｡ 賃貸人にとって, この保証金の運用益が家賃収入に
代わるものとなり, 契約終了時に, 賃貸人は賃借人に当該保証金を返金する｡
出所：金融委員会 [2017b], p. 2｡
第１回のブリーフィングに続いて, 金融委員会は, 矢継ぎ早に５回にわたって ｢2017年
度合同業務計画報告｣ に関わる施策のブリーフィングを行なっている｡ 家計負債の管理策
(１月13日), 金融弱者階層に対する支援強化策 (１月16日), 実物経済支援 (１月17日),




れた ｢会計制度の改編策の策定｣ は, 重点推進分野２ ｢企業経営の透明性の確保｣ に関わ
るもので, ｢会計情報の透明性と信頼性を高めるために, 選任から監督・制裁に至る外部
監査のすべてのプロセスを包括する総合対策を策定｣ (金融委員会 [2017c], p. 8 and p.
10) するというものであった｡
より詳細な総合対策案は１月中に発表するとしており, その予告通り, 金融委員会・金
融監督院は, ｢会計の透明性および信頼性の向上のための総合対策 (案)｣ (2017年１月20
日) (金融委員会・金融監督院 [2017a]) を取りまとめて公表した｡ この総合対策に関わ
る一連の規制措置こそ, 2013年以降社会問題となり, 深刻化していた会計不正 (企業によ




価について語った次の言葉に集約されている (金融委員会・金融監督院 [2017a], p. 1)｡
｢改革水準の補完｣ とは ｢政策の処方箋｣ が必要であることを示すものである｡
こうした韓国の企業会計制度の現状認識となった背景には, 国際評価機関などによる韓
国の会計の透明性と信頼性の低下の指摘に加えて, なによりも, 2013年以降に発生した会
計不正 (企業による粉飾会計 (粉飾決算) と会計法人による監査における不正) などがあ
る｡
前者の背景は, 韓国での国際財務報告基準 (IFRSs) 導入時にも注目されたように, 国
際競争力のランキングに関わるものである (杉本 [2011] 参照)｡




Competitiveness Year Book) による国際競争力の評価のなかで, 会計の透明性
(Accounting Transparency) の国際順位は, 2016年に韓国が最下位 (調査対象の61ヵ国中6
1位) になった｡ また, 世界経済フォーラム (WEF) による国や経済の競争力を測定した
｢国際競争力 (国家の生産力水準) 指数｣ (Global Competitiveness Index) の評価でも, 韓






































ソウル中央地裁は, 2015年10月16日, Moneualの粉飾会計が ｢資本主義の市場経済秩序
の根幹をなす金融システムに対する社会一般の信頼を深刻に毀損した事件｣ であり, ｢国
家の経済発展を図るための政策的な観点からも信頼をもとに提供される貿易保険制度, 輸
出保険制度を委縮させるリスクをもたらす｣ として, 関税法違反, 特定経済犯罪加重処罰




造船工業) が, 受注した船舶の工事進捗率を操作するなど, ５兆ウォン以上もの粉飾を行








の拘束令状を請求している｡ また, 金融監督院が事実関係を求めたものの, 大宇造船海洋
は消極的態度を取ってきた｡
この大宇造船海洋の粉飾会計は, 会計監査人による監査における不正, 造船業をはじめ




こうした一連の会計不正は, 責任論の拡大をもたらした｡ 企業, 会計監査人および監督



























能の強化が必要｣ であり, 会計監査人には ｢独立した監査環境の構築を通じた監査の品質
の向上を図｣ り, また, 監督当局には ｢監督権限を強化し, 制裁水準も大幅に引き上げる
ことが必要｣ だとしたのである (金融委員会・金融監督院 [2017a], p. 2)｡
金融委員会がすでに2017年１月12日に公表した2017年業務計画詳細ブリーフィング資料
の ｢金融改革の主たる推進課題｣ (2017年１月12日) によれば, その第５の推進課題で















｢会計制度改革タスクフォース｣ は, 韓国上場会社協議会, KOSDAQ協議会, 韓国公
認会計士会, 金融委員会・金融監督院, 会計・法律の学識者で構成され, 2016年８月17日
から協議を開始している｡
一連の協議の結果である今般の ｢総合対策｣ が公表されるまでを振り返ると, 当該 ｢総
合対策 (案)｣ の原案をなしたのは, 韓国会計学会 (KAA) が2016年12月に取りまとめた
｢会計の透明性の向上のための会計制度改善策｣ (韓国会計学会 [2016]) である｡ 金融委
員会・金融監督院による ｢総合対策 (案)｣ は, この ｢会計の透明性の向上のための会計




























大学校))｡ この委託研究は, 新たな制度設計ではなく, むしろ既存の制度を
いかに適切に運用して改善するかというスタンスを取っている｡












(KAM) が例示されている｡ これは, 国際会計士連盟 (IFAC) の国際監査・保証基準審
議会 (IAASB) が2009年からの監査報告書プロジェクトを通じて公表した, ISA第701号
｢独立監査人の監査報告書における監査上の主要な事項のコミュニケーション｣
(Communicating Key Audit Matters in the Independent Auditor’s Report) に関わるもので
ある｡




























企業分野では５つの改善策が提示された (韓国会計学会 [2016], pp. 2579)｡




























者や最高財務責任者 (CFO) が掌握していることも, 企業と会計監査人との間に独特な




｢会計監査人の選任制度｣ と ｢監査報酬制度の改善｣ を取りまとめ, 具体的な改善案を提
示したことに特徴がある (韓国会計学会 [2016], pp. 107119)｡
会計監査人の選任制度については, ３つの案を提示した｡ すなわち, ①第１案：混合選
任制 (上場企業について, 会計監査人を９年間自由選任した後, ３年間指定監査), ②第
２案：共同選任制 (６年間自由選任した後, １年は企業が追加選定した会計法人が従来の
会計監査人と共同監査 ( Joint-Audit｡ Dual Auditing)) および③第３案：会計監査人指定





ちなみに, 主要業種の企業規模ごとの標準監査投入時間は, 図表２のとおりである (韓
国公認会計士会は, 2011年から標準監査投入時間を推定して会計監査人に提供している)｡




現状分析の結果, その多くが改善を必要とするとした｡ とくに, ①事前監督制度 (品質管
理の監理制度), ②事後監督制度 (財務諸表および監査報告書の監理制度), ③独立会計監
督機構の３つについて現行の監督制度を分析し, それぞれ改善策を提示した (韓国会計学
会 [2016], pp. 152244)｡




規模* 製造業 サービス業 建設業 金融 卸売業
120億ウォン 860 850 950 1,100 950
250億ウォン 1,040 1,020 1,160 1,280 1,140
500億ウォン 1,260 1,230 1,400 1,540 1,370
1,000億ウォン 1,520 1,490 1,690 1,860 1,650
2,500億ウォン 1,950 1,910 2,160 2,380 2,120
5,000億ウォン 2,750 2,300 2,610 2,880 2,560
１兆ウォン 3,830 3,130 4,300 3,130 3,650
２兆5,000億ウォン 8,250 5,610 9,380 3,890 6,930
５兆ウォン 11,200 7,620 12,730 5,280 9,400
* 規模は (資産＋売上高)／2 により算定｡ 金融は資産と営業収益を 8：2で加重平均｡
出所：金融委員会・金融監督院 [2017a], p. 26.
質管理の構築と運営の基準の明確化, 品質管理の監理範囲の拡大, 品質管理の監理結果の




そもそも, 今般の ｢会計の透明性および信頼性の向上のための総合対策 (案)｣ は, ｢経


















































出所：金融委員会・金融監督院 [2017a], p. 6.
すでに冒頭で述べたように, 金融委員会・金融監督院は, 2017年４月17日に ｢会計の透
明性および信頼性の向上のための総合対策｣ (金融委員会・金融監督院 [2017b]) を最終
確定し, 公表した｡ この最終確定した総合対策は, 先の ｢会計の透明性および信頼性の向
上のための総合対策 (案)｣ (2017年１月20日) の発表後, 次の国会議員共同主催による討
論会や公聴会などでの意見を踏まえて, ｢会計制度改革タスクフォース｣ での議論を経て
最終確定したものである｡


































































1. 内部監査 (監査役および監査委員会) による監視・統制の強化
・(内部監査の調査・措置) 会計処理の違反に関わる内部監査の義務の明確化｡














場企業) の内部会計の適正性を向上するための ｢内部会計管理制度｣ について, 会計監査









4. 事業報告書および監査報告書の提出期限についての制限的認可 ⇒ 修正あり
・現在, 事業年度経過後90日と規定された金融委員会・取引所への事業報告書・監査報告書
の提出期限を, 企業－会計監査人の意見の相違の調整, 監査資料の追加確認の必要などに
























れば, 証券先物委員会がそのうちの１法人を指定する ｢選択指定制｣ を導入する｡
・(指定対象) 次の要件のいずれかに該当する上場企業｡
① (経済的影響) 国民経済への影響, 公共性などを考慮 → 大規模な企業集団 (資産総
額５兆ウォン以上) の子会社, 金融会社
② (脆弱性) 比較的粉飾会計に脆弱な要因があると判断される場合
i) (ガバナンス) 所有と経営の未分離, 度重なる最大株主の変更
ii) (財務状況) 最近の少額公募／最大株主等の資金貸付／資産譲渡が頻発している
企業
iii) (その他) 投資注意喚起銘柄 (KOSDAQ), 監査前財務諸表の遅延提出, 同業種・
類似規模の企業に比べて監査時間が著しく少ない企業 ⇒ 追加あり














・(施行時期) 法施行後２年の経過期間を設けて施行するが, ｢６年自由選任＋３年指定｣ の
原則を適用する｡
企業ごとに６年自由選任の終了時点で選択指定対象に該当するかを確認し, 該当する際
は, ３年間指定された会計監査人が監査を行なう｡ ⇒ 追加あり
2. ｢監査上の主要な事項｣ (KAM) の拡大導入
・受注産業に適用 (2016年７月～) している ｢監査上の主要な事項｣ を企業規模を考慮して
すべての上場企業に段階的に拡大導入する (監査委員会設置義務企業 (資産総額２兆ウォ
ン以上の上場企業) にまず適用 [2018年事業報告書～ (2019年作成)] → 資産総額5,000






[甲乙関係での：引用者] ｢乙｣ の位置に立たないように, 監査中に企業に対する ｢監査以





























・(企業の役員) 役員の職務停止の新設, 解任権告示を併科し, 職務停止期間内に解任され
ない場合, 停止の延長および指定・監理などを別途措置する｡
・(課徴金) 企業・会計監査人・個人に対する課徴金もそれぞれ大幅に引き上げる｡
３ ｢総合対策｣ 最終確定時の規定の修正と追加 (補完)
この最終確定した ｢会計の透明性および信頼性の向上のための総合対策｣ は, 企業, 会
計監査人および監督当局の３者の観点からそれぞれ４つの改善策のもとでまとめられてい
るが, これらは, 金融委員会・金融監督院が2017年１月20日に公表した ｢会計の透明性お
よび信頼性の向上のための総合対策 (案)｣ とおおむね同じである｡ ただし, 最終確定し
た ｢会計の透明性および信頼性の向上のための総合対策｣ は, 公聴会などでの意見を踏ま
えて, とくに ｢総合対策 (案)｣ における企業の観点と会計監査人の観点からの改善策に
いくつの修正ないし追加 (補完) を施している (上記の改善策のなかで ｢修正あり｣ ｢追





① (企業) 課徴金の賦課限度の廃止 (粉飾額の10％とし, 20億ウォン超過時は20億ウォン
→ 粉飾額の20％とし, 上限廃止)
② (会計監査人) 課徴金の賦課基準の引き上げおよび限度の廃止 (資本市場法上の監査報
酬の２倍 →５倍, 20億ウォンを限度 → 廃止)
③ (個人) 粉飾会計が監査役の故意・重過失による内部統制の不正による場合, 監査役
(監査委員を含む) に対しても課徴金を賦課












院 (共同主管), 金融監督院, 韓国公認会計士会, 韓国上場会社協議会, KOSDAQ協会,
大韓商工会議所等：引用者] を通じて, 教育コンテンツの共有, 共同プログラムの作成な
ど, 会計教育を活性化する｡
注：｢修正あり｣, ｢追加あり｣ の内容については, 本文にて後述する｡


















②同じ改善策での選択指定制の導入のなかで, 指定対象の脆弱性の要件 (その他) に新
規上場企業を追加した｡
というのも, 上場予定企業は会計監査人の指定を受けているが, 上場後に自由選択








重要性 故意 重過失 過失 単純な錯誤
重大な違反 10点 ８点 ６点 ４点
通常の違反 ８点 ６点 ４点 ２点
軽微な違反 ６点 ４点 ２点 ０点






















人による監査の失敗は, 洋の東西を問わず頻発している｡ ｢会計改革・先進化３法｣ の立
法化ないし規制措置は, 会計改革に向けた制度設計において, アカデミアを代表する学会
が果たす役割を窺い知る好例を示している｡
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